
令和８年度事業者向け説明会

東京こどもすくすく住宅の

認定・補助制度

令和８年５月

東京都住宅政策本部



本日の説明内容

1. 認定制度・補助制度の概要

2. 認定制度について

3. 補助制度について

4. 認定住宅の事例紹介

5. よくあるご質問
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１－１ はじめに

3

新築賃貸の場合

最大200万円／戸

✓ 子育てに適した住宅を都が認定。制度の普及促進のため、整備費の一部を補助

✓ 令和５年度の制度再構築以降、認定戸数は着実に増加



１－２ 認定制度の概要
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〇集合住宅専用住戸内の認定基準を満たした設備の設置例
（新築の場合）

✓ 転落防止など子供の安全が確保され、快適な子育てが可能となる間取りや設備、コミュニティ形
成など、安全・安心な子育てのための工夫が凝らされた住宅を都が「東京こどもすくすく住宅認
定制度」として認定

✓ 様々な事業者の取組が可能となるよう、３段階の認定モデルを設定

✓ 令和７年度から、集合住宅に加え、戸建住宅にも対象を拡大

〇戸建住宅内の認定基準を満たした設備の設置（新築の場合）



１－３ 認定モデル

（認定モデルごとの取組例）
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セーフティ

モデル

子供の安全の確保に

特化したモデル

室外機が足がかり

とならないように

手すりとの間に距離

を確保

子供が進入できないように

高い位置に設置された

浴室錠

セレクト

モデル

事業者の特色を

いかした設備等の

選択が可能なモデル

料理中でも部屋を

見渡せる見通しのよい

キッチン

テレワークスペース

（住戸内を充実する設備）

（共用部を充実する設備）

アドバンスト

モデル

設備等の充実に加え、

コミュニティ形成など

ソフト面も重視したモデル

指挟み防止措置が

施されたドア

入居者の交流機会の

創出につながる

コミュニティスペース

（より充実した設備）

（コミュニティ形成）

〇 認定モデルの種類

セレクト

セーフティ

アドバンスト ハード･ソフトとも充実したモデル

柔軟性の高いモデル

安全性に特化したモデル



１－４ 補助金制度について

✓ 認定住宅の供給を都内全域で推進するため、住宅事業者等に対して、整備費の一部を都が直接支援

✓ 令和７年度から、既存ストックの有効活用や良質な賃貸住宅の供給をより一層促進する観点から補

助率等を見直したほか、戸建住宅にも対象を拡大
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区分
新築型 改修型

賃貸 分譲 賃貸 分譲

基

本

補

助

金

の

額

補助対象
事業費Ａ

こどもすくすく住宅及び子育て交流促進
施設の新築に係る費用

こどもすくすく住宅の改修及び子育て
交流促進施設の整備に係る費用

Ａの１／５ Ａの１／20 Ａの２／３ Ａの１／３

補
助
限
度
額 

アドバンストモデル 200万円／戸 50万円／戸 260万円／戸 100万円／戸

セレクトモデル 100万円／戸 25万円／戸 130万円／戸 50万円／戸

セーフティモデル 50万円／戸 12.5万円／戸 65万円／戸 25万円／戸

子育て交流促進施設 １申請ごと500万円 １申請ごと500万円

耐震改修工事に係る加算（戸建のみ） ー
耐震改修工事費の２／３
（限度額：200万円／戸）

※１ 分譲新築型の場合、補助限度額を乗じる補助対象住戸の数は50戸を限度とする。

※２ 子育て交流促進施設の新築又は整備に要する工事費用を限度とする。

（集合・戸建住宅）

※２ ※２
※１



１－５ 手続きフロー

7

✓ 工事着工までに、設計認定及び補助金交付決定を受けることが必要

✓ 認定手続きや補助金手続きに関する申請窓口は、原則、東京こどもすくすく住宅申請事務局にな
ります

【対象手続】

  ・設計認定申請

  ・補助金交付申請 など

【事務局開設時期】

５月11日(月)から

【事務局】

東京こどもすくすく住宅申請事務局

（業務委託先：株式会社八州）
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主な手続き 提出先

事前相談申請 東京都

設計認定申請・変更認定申請（軽微な届出を含） 事務局

全体設計承認申請 事務局

補助金交付申請（変更を含む） 事務局

認定申請・完了検査（年度毎も含む） 事務局

実績報告 事務局

事前相談

設計認定

補助申請

認定

工事

補助実績
等

１－５ 主な手続きと提出先について



１－６ 認定住宅にお住いの方の声
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２－１ 認定の要件
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✓ 東京こどもすくすく住宅の認定にあたっては、次の要件等を満たすことが必要

分類
新築集合住宅 または 新築戸建住宅 （新たに整備されるもの）

既存集合住宅 または 既存戸建住宅 （既に整備されたもの）

改修集合住宅 または 改修戸建住宅 （既存住宅のうち、認定を受けるために改修を行うもの）

こ
ど
も
す
く
す
く
住
宅
の
主
な
要
件

住宅種別 分譲又は賃貸の住宅

戸 数
セーフティ・セレクトモデル １戸以上

アドバンストモデル ２戸以上

住戸専有面積
セーフティ・セレクトモデル 45㎡以上（集合住宅） 75㎡以上（戸建住宅）

アドバンストモデル 50㎡以上（集合住宅）  100㎡以上（戸建住宅）
※ ただし集合住宅で、台所や食堂その他の住戸の部分について、共同して利用するために十分なスペースを設置する場合は40㎡以上

その他

・原則として、昭和56年６月１日以降に確認申請をし、確認済証の交付を受けていること。同日以前に建築され
たものである場合は、地震に対して安全な構造であることが確認できるものであること

（戸建住宅の場合、耐震改修工事を実施する場合も可）
・その他法令に違反していないこと

認 定 基 準 東京こどもすくすく住宅認定基準チェックシートによる

認定の有効期間 認定日から５年間



２－２ 管理・運営
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✓ 認定事業者は、管理・運営責任者を選任し、認定住宅が申請内容に沿った適切な管理及び運営を
行うことが必要

✓ 認定は５年ごとの更新

管理・運営責任者の選任
管理・運営責任者を選任し、こどもすくすく住宅について、認定を受けた申請内容
に沿った、適切な管理及び運営を行う必要があります。

管理・運営状況の報告 都が報告を求めた場合、管理・運営状況報告書を提出していただきます。注1

認定の更新 認定は５年ごと更新

注１：都市開発諸制度を活用して容積率の緩和を受ける場合は、上記によらず認定日から１年ごとに管理・ 運営の状況を都に
報告してください。



２－３ 認定基準
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✓ 安全で快適な子育てに適した住宅を整備するため、以下の認定基準を設定

✓ 認定モデルごとで、各基準ごとに満たさなければならない項目（必須項目）と、所定の数以上を
満たさなければならない項目（選択項目）で構成

立地に関する基準 （子育てひろばや保育所、小学校、学童クラブなどの周辺立地等）

住宅内に関する基準
基本性能等に関する基準 （段差解消、転落防止・落下物による危険防止、防犯対策等）
単位空間別の基準 （玄関、浴室、トイレ、台所、建具等）

共用部分に関する基準
基本性能等に関する基準 （転落防止・落下物による危険防止、転倒防止等）
単位空間別の基準 （共用廊下、エレベーター、共用玄関、自転車置場等）

子育て支援施設やキッズルーム等に関する基準

管理・運営に関する基準 （住宅計画、募集から入居までの配慮、コミュニティ醸成等）

区市町村からの意見の反映に関する基準 ※集合住宅のみ



２－４ 認定基準の項目（①立地）
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立地に関する基準 （子育てひろばや保育所、小学校、学童クラブなどの周辺立地等）

✓ 子供と一緒に出掛けることのできる公園や児童館、図書館、子育てひろばなどの施設が
住宅周辺に充実していると、その住宅に対する満足度はとても高くなります。

✓ 保育園や幼稚園、学校や医療施設などが住宅周辺や利便性の高い場所にあることは住宅
の選択において大変重要です。

✓ 子育て世帯にとって住宅周辺の環境は豊かな生活のための重要な要素です。

【付近見取図】に、
施設の名称や位置、
計画地からの800ｍの
距離を記載

（認定基準の主な内容）

１ 子供の遊び場所

敷地出入口から徒歩圏内（おおむね800m以内）に次の施設などが一つ以上あること。
(1) 子育てひろばなど、乳幼児と親が一緒に過ごせる施設
(2) 児童館や図書館など、子供が室内で過ごせる施設
(3) 子供が遊べる広場、公園や緑地など

２ 保育、教育施設等
敷地出入口から徒歩圏内（おおむね800m以内）に次の施設などが一つ以上あること。
(1) 保育所、幼稚園などの保育、教育施設
(2) 小学校及び学童クラブなどの教育施設など



２－４ 認定基準の項目（②住宅内、③共用部分）
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✓ バルコニーや窓からの転落防止のほか、⽔を張った浴槽への転落を防止するための入口扉
への鍵の設置など、住宅における子供の安全性の確保は大変重要です。

✓ また、子供を見守りながら家事のできる対⾯式キッチンは効率的に家事を行うことができ、
⽔回りへのシャワーヘッドやタッチレスの⽔栓の採用は利便性の向上に加え、感染症防止
の観点からも有効と考えられます。

✓ さらに、照明のワイドスイッチやドアへの開閉のしやすいレバーハンドルの採用など、子
供の⾃主的⾏動を促すような仕様にすることにより、子育てにおける満足度はとても⾼く
なります。

✓ 安全性や効率性の確保も、子育て世帯が住宅内で安心して快適に⽣活するための重要な要
素です。

住宅内に関する基準
基本性能等に関する基準 （段差解消、転落防止・落下物による危険防止、防犯対策等）
単位空間別の基準 （玄関、浴室、トイレ、台所、建具等）

共用部分に関する基準
基本性能等に関する基準 （転落防止・落下物による危険防止、転倒防止等）
単位空間別の基準 （共用廊下、エレベーター、共用玄関、自転車置場等）



２－４ 認定基準の主な内容（②住宅内）
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転落防止
・
落下物に
よる危険
防止

（１）転落防止のための手すりは、足がかりがなく、子供が容易によじ登れない形状とするとともに、次に掲げる基準に適合していること。ただし、外部
の地⾯、床等からの⾼さが１ｍ以下の範囲又は開閉できない窓その他転落のおそれのないものは除く。
ア バルコニーその他これに類するもの、２階以上の窓、廊下及び階段（開放されている側に限る）

(ｱ) 原則床⾯（階段にあっては踏⾯の先端）から1,100mm以上（1,200㎜推奨）に達するよう設けられていること。
(ｲ) バルコニーその他これに類するもの、廊下及び階段にあっては腰壁、窓にあっては窓台その他足がかりとなるおそれのある部分（以下「腰壁

等」という。）には、足がかりとなりにくい措置を講じること。
イ 転落防止のための手すりの手すり子で床⾯（階段にあっては踏⾯の先端）及び腰壁等（腰壁等の⾼さが650mm未満の場合に限る。）からの⾼さ

が800mm以内の部分に存するものの相互の間隔は、内法寸法で110mm（90㎜推奨）以下であること。

（２）バルコニーにエアコンの室外機等足掛かりになる可能性のあるものを設置する場合は、足掛かりにならないよう、室外機等の設置場所を⾼さ1,100
㎜以上（1,200㎜推奨）の柵で囲うか、手すりから600㎜以上の距離を確保して配置するなど、転落防止措置を講じること。

（３）バルコニーに⾯する住宅の窓には、錠付クレセント等の設置、開口制限ストッパーや補助錠等の設置、子供の手の届かない位置※１へのクレセント
の設置など、窓の開閉のコントロールが可能な措置を講じること。

（４）窓、開放廊下や階段の直下に道路、通路、出入口がある場合は、落下物による危険防止措置を講じていること。

※１子供の手の届かない位置＝床⾯から1,400mm以上の位置

バルコニーの転落防止対策 足掛かりとなるおそれのある部分の措置 窓の転落防止対策

【矩計図】
【平⾯詳細図】
【カタログ】

などで確認

［落下物による危険防止措置の例］
手すりの上部形状をかまぼこ型とし、

物が置きにくい形状とする



２－４ 認定基準の主な内容（②住宅内）
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玄関

（１）ドアストッパー、ドアクローザー
開き戸には、ドアストッパーやドアクローザーを設置するとともに、吊元側の隙間に指挟み防止カバー等指挟み防止措置を講じる。

（２）ベビーカー等置場
玄関周辺にベビーカー、三輪車等を置くスペースを設ける。
玄関へのスペース確保が難しい場合は、共用玄関等敷地内に認定住戸数の３分の２以上の住戸が各１㎡以上を確保できるスペースを確保する。

（３）手すりの設置
玄関の出入りのサポートのための手すりの設置がされているか、設置できる構造になっている。

（４）補助照明の設置
玄関や住戸内廊下に人感センサー付きの照明又は足元灯等の補助照明を設置する。

（５）耐震性能
玄関ドア枠は耐震枠で、JISおけるA4702⾯内変形追随性の規定におけるD－3等級同等以上であり、あわせてドアガードも耐震性に配慮したものと

なっている。

【仕様書】
【建具表】
【平⾯詳細図】
【カタログ】

などで確認



２－４ 認定基準の主な内容（②住宅内）
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浴室

（１）進入防止錠等の設置
浴室のドアには、子供の進入を防止する鍵をおおむね床上1,400㎜以上の⾼さに設置
する。
また、浴室の鍵は、外からの解錠が可能なものとする。

（２）滑りにくい床素材
浴室の床は⽔に濡れても滑りにくい仕上げとする。

（３）手すりの設置
浴槽への出入りのための手すりを設置する。

（４）呼び出しチャイムの設置
浴室からリビング等に連絡できる呼び出しチャイムを設置する。

（５）広さの確保
内法で短辺1,200mm以上、かつ、広さ1.9㎡以上とする。
内法で短辺1,400mm以上、かつ、広さ2.5㎡以上とする。

（６）利便性の配慮及び火傷防止
⽔栓金具は給湯温度の制御が可能なサーモスタット式⽔栓金具等とする。
カラン等の給湯のための⽔栓金具は、カランそのものが埋め込み式になっているか、

火傷防止カバーが設置されている等の危険防止措置がなされている。

（７）浴室暖房乾燥機の設置
浴室暖房乾燥設備を設置する。

【仕様書】
【平⾯詳細図】
【ユニットバス詳細図】
【カタログ】

などで確認



２－４ 認定基準の主な内容（②住宅内）
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建具

（１）開き戸
子供が指を挟まないよう、以下の対策を講じるか、その他指挟みを防止するための対策を講じる。
○吊元側は子供が指を挟むおそれのある隙間（5mm以上13mm未満）がない構造とする。扉の開閉の途中の状態も含める。
ただし、以上の対応を講じている商品の選択肢が少ない状況に鑑み、当⾯の間以下対応でも認定基準に適合しているものとみなす。この場合、入居案内
等にて入居者に対し周知を行う。
・主に分譲：指挟み防止商品の配布（設置は住戸購入者に委ねる）
・主に賃貸：指挟み防止商品の用意（入居者の意向により設置）
○戸先側は次のいずれかの対策を講じる。
・風の通り道に設置する開き戸には、閉鎖速度を減衰させるドアクローザー等の機能を設け、風等の外力で急激に扉が閉まらない構造である。
・戸側又は枠側に衝撃を吸収する緩衝材等を設けて、手又は足の指を挟んでも障害が⽣じない構造である。

居室間や主要な通路上に配置される開き戸

トイレや洗⾯所等に配置される開き戸

（２）引き戸
指を挟まないように100㎜程度の引き残しを確保し、取っ手形状や設置位置の工夫により、指を挟まないような措置を講じる。
引き残しが確保できない場合は、軽量かつ自動でゆっくり閉まる機能等を備えた引き戸を使用する。

（３）折戸
扉の開閉中の状態も含め、子供が指を挟むおそれのある隙間（5㎜以上13㎜未満）がない構造とする。

【平⾯詳細図】
【建具表】
【仕様書】
【カタログ】

などで確認



２－４ 認定基準の主な内容（③共用部分）
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転落防止
・落下物によ
る危険防止

（１）直接外部に開放されている共用廊下及び共用階段等には、転落を防止するため手すりを設置し、安全性に配慮する。
転落防止のための手すりは、足がかりがなく、子供が容易によじ登れない形状とするとともに、次に掲げる基準に適合していること。ただし、
共用廊下にあっては１階に存するもの、共用階段にあっては⾼さ１ｍ以下の階段の部分は除く。
ア 手すりの⾼さ

(ｱ) 原則床⾯（階段にあっては踏⾯の先端）から1,100mm以上（1,200㎜推奨）に達するよう設けられていること。
(ｲ) 腰壁等には、足がかりとなりにくい措置を講じること。

イ 手すり子が、床⾯（階段にあっては踏⾯の先端）及び腰壁等（腰壁等の⾼さが650mm未満の場合に限る。）からの⾼さが800mm以内の
部分に存するものの相互の間隔は、内法寸法で110mm以下（90㎜推奨）であること。

ウ 入居者の日常の利用に供する屋上の手すりは、床⾯から1,800mm以上の⾼さに達するよう設置すること。

（２）窓、開放廊下や階段の直下に道路、通路、出入口がある場合は、落下物による危険防止措置を講じる。

【矩計図】
【平⾯詳細図】
【カタログ】

などで確認

共用廊下など 屋上
［落下物による危険防止措置の例］

手すりの上部形状をかまぼこ型とし、
物が置きにくい形状とする



２－４ 認定基準の主な内容（③共用部分）
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転倒防止 玄関から道路に至る通路及び共用階段、共用階段、共用廊下等の床の床⾯は、雨に濡れる等の使用環境を考慮した上で、子供や妊婦が安
全に利用できるよう、滑りにくい材料を使用する。

【仕様書】
【平⾯詳細図】
【カタログ】

などで確認

出典：東リ株式会社 デジタルブック
「防滑製床材NS 屋外向け Vol4」



２－４ 認定基準の主な内容（③共用部分）
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⾃転車置場
所管の自治体において定めている設置基準等を満たした自転車置場とするとともに、子供用自転車等を平置きできるスペースを設ける。
屋外に設置する場合は、屋根付とする。
所管の自治体に設置基準等がない場合は、各住戸につき、２台以上を置くことができる自転車置場を設置する。

【平⾯図】
【外構図】
などで確認



２－４ 認定基準の主な内容（戸建）
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階段

（１）勾配等
住宅内に設ける階段は、次に掲げる基準に適合しているものとする。ただし、ホームエレベーターが設けられている場合を除く。
ア 勾配が22/21以下で、けあげの寸法の2倍と踏⾯の寸法の和が550㎜以上650㎜以下であり、かつ、踏⾯の寸法が195㎜以上であること。
イ 蹴込みが30㎜以下であること。
ウ アに掲げる各部の寸法は、回り階段の部分においては、踏⾯の狭い方の端から300㎜の位置における寸法とすること。ただし、次のいずれかに該

当する部分にあっては、アの規定のうち各部の寸法に関するものは適用しないものとする。
(ｱ) 90度屈曲部分が下階の床から上３段以内で構成され、かつ、その踏⾯の狭い方の形状が全て30度以上となる回り階段の部分
(ｲ) 90度屈曲部分が踊り場から上３段以内で構成され、かつ、その踏⾯の狭い方の形状が全て30度以上となる回り階段の部分
(ｳ) 180度屈曲部分が４段で構成され、かつ、その踏⾯の狭い方の形状が下から60度、30度、30度及び60度の順となる回り階段の部分

（２）手すりの設置
少なくとも片側（勾配が45度を超える場合は両側）に、かつ、踏⾯の先端からの⾼さが750㎜から850㎜までの位置に設けられている。なお、折れ階

段とする場合は、子供が利用することを考慮して、内側にも手すりを設けることが望ましい。

（３）チャイルドフェンスの設置等
転落事故等、危険が伴うと考えられる場所への子供の進入を防止するため、チャイルドフェンス等が設置できるよう、壁下地を設ける。

（４）段差を認識しやすい照明の設置
階段を安全に昇降できるよう、足元がはっきり認識できる明るさ、角度、位置での照明を設置する。または、補助照明として足元灯を設置する。ま

た、折れ階段の場合は併せて段鼻を滑りにくく、認識しやすい設えとする。

（５）転落防止への配慮
階段を安全に昇降できるよう、踏⾯（段鼻部）の設えを工夫するなど、滑り防止のための措置を施す。 なお、階段の形状を途中に踊り場のある折

れ階段とするなど、下階まで一直線に転げ落ちる心配のないよう、転落防止のための措置を行うことが望ましい。

【平⾯詳細図】
【階段詳細図】

などで確認



２－４ 認定基準の主な内容（戸建）
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防犯対策

（１）防犯上有効な明るさの確保
玄関の外には、玄関灯を設置し、防犯上有効な明るさ（照度）を確保する。玄関及び勝手口の照明設備は、周辺床⾯２ｍ先において、

３ルクス以上の平均⽔平⾯照度を確保することが望ましい。照明を設ける際は、角度や位置を調整し、周辺環境に配慮する。

（２）視認性の確保
以下の例示を参考に、周囲からの見守りが可能となるような外構計画を行い防犯対策を講じる。
ア 敷地内は、死角が⽣じないプランニングとし、監視の目が行き届くようにする。
イ 敷地内に塀等を設ける場合は、周囲からも敷地内での人の行動を見通せる⾼さや構造（縦格子や透視可能なフェンス、⽣垣等）
のものとする。また、塀は住宅の窓やバルコ
ニー等への侵入の足場とならないよう配慮する。

ウ 死角が⽣じる場合は、防犯カメラやセンサーライト、防犯砂利等により監視の目を補完する対策を行う。

【配置図】
【外構図】
などで確認



２－４ 認定基準の項目（④子育て支援施設等）
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✓ 住宅内や地域において親や子の交流の場を設け、コミュニティが形成されていくことに
よって、子供の社会性が育まれるとともに、地域の防犯⼒の向上にも繋がります。

✓ また、親同⼠の情報交換等が円滑に行われていくことによって、親の安⼼にも繋がります。
✓ こういったつながりをきっかけに活発な交流が⽣まれ、地域や多様な世帯とのコミュニ

ティが醸成され、日常⽣活をより楽しく、豊かに過ごすことができます。

子育て支援施設やキッズルーム等に関する基準



２－４ 認定基準の主な内容（ ④子育て支援施設等）
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キッズルーム

キッズルームを設置する場合、仕様等については別表２及び別表３の規定を準用するほか、以下に例示するようなものでキッ
ズルームを運営する上で有効と認められる設備、備品を設ける。
ア 授乳やおむつ替えのできるスペース
イ 共用トイレ
ウ テーブル、椅子等の歓談用の家具
エ 本、おもちゃ等の収納スペース

集会室や交流スペース
集会室や交流スペースを設置する場合、仕様等については別表２及び別表３の規定を準用する。ただし、施設の用途により関
係する法令、基準等の定めがある場合は、それぞれの法令、基準等を遵守すること。
集会室、交流スペースは前項のキッズルームを兼ねることができる。その場合は前項の基準を満たす。

屋外スペース

（１）屋外スペースを設置する場合、以下に例示するような居住者のコミュニティ形成上、有効と認められる設備、備品を設ける。
ア 砂場や滑り台
イ 共用の手洗い場やトイレ
ウ ベンチや日陰スペース
エ 植栽、芝⽣、花壇

（２）住民同⼠で野菜等を育てることで交流を図るための菜園スペースを設置する場合、以下に例示する居住者のコミュニティ形
成上、有効と認められる設備、備品を設ける。
ア 散⽔や手洗いのできる⽔栓
イ 共用道具を収納する物置
ウ 収穫した作物を調理する設備

【平⾯図】
【外構図】

などで確認

※子育て交流促進施設を整備する場合は、
コンセプトペーパーの提出が必要です

（記載例）
・計画趣旨
・施設概要

（運営内容・主体、提供サービス等）
・施設計画概要

（配置・施設計画、工夫した点等）



２－４ 認定基準の項目（⑤管理・運営）
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✓ 集合住宅等では集会所等共用スペースの利用ルールをしっかりと定めておかないとトラ
ブルが発⽣する場合があります。

✓ また、子育て⽀援サービスの提供を受ける場合など、サービスの種類に応じた利用方法、
費用負担などについて、事前にサービス提供者と契約を締結することにより、安心して
サービスの提供を受けることができます。

✓ 後々のトラブルを⽣まないよう、共用スペースなどの利用にあたり、事前に必要なルー
ルづくり等を行うことがとても重要です。

管理・運営に関する基準 （住宅計画、募集から入居までの配慮、コミュニティ醸成等）



３－１ 補助要件
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✓ 補助の対象となる住宅は、こどもすくすく住宅のうち、次の(1)及び(2)の要件に該当するもの。

(1) こどもすくすく住宅の認定を10年以上継続するもの

(2) 新築集合住宅である場合は、当該住宅の全戸数の５分の１以上が東京こどもすくすく住宅

  認定基準に適合するものであること。



３－２ 補助内容
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（集合・戸建住宅）

区分
新築型 改修型

賃貸 分譲 賃貸 分譲

基

本

補

助

金

の

額

補助対象
事業費Ａ

こどもすくすく住宅及び子育て交流促進
施設の新築に係る費用

こどもすくすく住宅の改修及び子育て
交流促進施設の整備に係る費用

Ａの１／５ Ａの１／20 Ａの２／３ Ａの１／３

補
助
限
度
額 

アドバンストモデル 200万円／戸 50万円／戸 260万円／戸 100万円／戸

セレクトモデル 100万円／戸 25万円／戸 130万円／戸 50万円／戸

セーフティモデル 50万円／戸 12.5万円／戸 65万円／戸 25万円／戸

子育て交流促進施設 １申請ごと500万円 １申請ごと500万円

耐震改修工事に係る加算（戸建のみ） ー
耐震改修工事費の２／３
（限度額：200万円／戸）

※１ 分譲新築型の場合、補助限度額を乗じる補助対象住戸の数は50戸を限度とする。

※２ 子育て交流促進施設の新築又は整備に要する工事費用を限度とする。

※２ ※２
※１



３－３ 補助内容（計算事例①）
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賃貸マンション１棟、30 戸について、全ての住戸をこどもすくすく住宅のアドバンストモデルとして新築し、かつ
子育て交流促進施設を設置する場合

【補助率での計算】
・補助対象事業費（総工事費）に補助率を適用して計算
・１棟30 戸の総工事費が10億円の場合、補助対象事業費は以下の手順で算出

手順１：「補助対象外となる費用」を除外（解体工事の費用が３千万円の場合）

10億円 ー 0.3億円 ＝ 9.7億円

手順２： 補助対象事業費×補助率を計算

9.7億円 × １/５ ＝ 1.94億円 が補助金の額です。

【補助限度額での計算】
・「新築型賃貸」のアドバンストモデルの補助限度額を適用して計算

200万円/戸 × 30 戸  ＝ 6,000万円

・子育て交流促進施設の新築に要する工事費用が600万円となる場合、500万円/棟が加算され、
6,500万円が補助限度額となります。

以上の計算例では、補助金の額1.94億円 ＞ 補助限度額6,500万円 となるため、

6,500万円が実際に申請していただく補助総額となります。



３－３ 補助内容（計算事例②）

30

賃貸戸建住宅１戸について、セレクトモデルに改修し、かつ耐震改修工事を実施する場合

【補助率での計算】
・補助対象事業費（認定を受けるための改修工事費用）に補助率を適用して計算
・補助対象事業費が180万円、耐震改修工事費が240万円の場合

180万円 × ２/３ ＝ 120万円 

【補助限度額での計算】
・「改修型賃貸」のセレクトモデルの補助限度額 130万円

以上より、補助金の額120万円 ＜ 補助限度額130万円となっているため、
120万円が改修工事に対する補助額

【耐震改修工事に係る加算】
・耐震改修工事費が２４０万円の場合

240万円  × ２/３ ＝ 160万円
・耐震改修工事加算に関する補助限度額 200万円

以上より、耐震改修加算160万円 ＜ 補助限度額200万円となっているため、
160万円が加算額

以上の計算例の補助総額は、120万円＋160万円 ＝280万円 となります



３－４ 他の補助事業との併用について
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✓ 補助対象事業費に対する補助金について本補助金以外に他の都の補助金を受けてはなりません。
国から交付される補助金等又は区市町村から交付される補助金等で、原資に都費を含むものに
ついても同様の扱いとなります。

✓ 他の補助事業・助成制度等を併用する場合、都費を含む他の補助金又は助成金を受ける事業費
については、補助対象外事業費に計上する必要がありますのでご注意ください。

✓ なお、申請時に提出する図⾯等に補助対象となる住戸・子育て交流促進施設と、補助対象外を
色分けするなど、補助対象が明確になるようにしてください。
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４－１ 東京こどもすくすく住宅の取組事例の紹介

「子育てに配慮した住宅のガイドライン」（東京都、令和７年３月）より抜粋
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４－２ 東京こどもすくすく住宅の取組事例の紹介
「子育てに配慮した住宅のガイドライン」（東京都、令和７年３月）より抜粋
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４－３ 東京こどもすくすく住宅の取組事例の紹介

建築物の名称 ：クラシアム大井町（品川区）
モデル ：アドバンストモデル
住宅種別 ：改修・賃貸
住戸数 ：８５戸、75.35～75.43㎡
子育て⽀援施設：キッズルーム

※令和６年度東京こどもすくすく認定住宅見学会実施
（認定基準を満たすための主な改修箇所）
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４－４ 東京こどもすくすく住宅の取組事例の紹介

建築物の名称 ：COCOWA葛西（江戸川区）
モデル ：アドバンストモデル
住宅種別 ：改修・賃貸
住戸数 ：２８戸、64.88～65.70㎡
子育て⽀援施設：キッズスペース

※令和７年度東京こどもすくすく認定住宅見学会実施

認定基準を満たすための
主な改修箇所
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４－４ 東京こどもすくすく住宅の取組事例の紹介

建築物の名称 ：ル・アール新小岩（江戸川区）
モデル ：アドバンストモデル
住宅種別 ：改修・分譲
住戸数 ：４７戸（全５４戸）、

51.75～85.24㎡
子育て⽀援施設：コミュニティスペース、

屋外スペース

※令和７年度東京こどもすくすく認定住宅見学会実施

認定基準を満たすための
主な改修箇所
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４－５ その他の認定住宅に関する取組

➢認定住宅の広告・宣伝にあたり、ぜひ認定マークを利用ください

- 認定マークを利用される場合、利用許諾手続が事前に必要に

なります。詳細は住宅政策本部ホームページをご覧ください。

➢子育て世帯等が、補助を受けた認定住宅を【フラット３５】を利用して購入する

場合、金利の一部引下げを受けることができます

- 住宅金融⽀援機構と連携し、【フラット３５】の借入当初５年間の金利を

年０．５％引下げ

https://www.juutakuseisaku.metro.tokyo.lg.jp/kosodate/nintei-mark


Ｑ２

設計認定の取得、補助金交付決定には

どれくらいの期間が必要ですか？

設計認定を受ける前に事前相談、区市町村への意見照会の手続きが必要になります。

事前相談・区市町村への意見照会には概ね1.5ヶ月、設計認定申請書の審査には概ね1ヶ月

の手続期間が必要になります。また、設計認定後の補助金交付申請には概ね１ヶ月の審査

期間がかかります。

Ｑ１

いつまでに申請が必要ですか？

【認定のみ】

原則として、工事着手前までに、設計認定 を取得いただく必要があります。

【認定＋補助金】

原則として、工事着手前までに、設計認定の取得 及び 補助金交付決定 を受けて

いただく必要があります。

Ｑ３

どの時点で工事着手になりますか？

基礎の根伐りや杭の工事、山留工事等に着手した時点です。

なお、従前建物の解体工事や準備工事は、工事着手とみなしていません。

Ｑ４

総戸数に対する認定戸数の割合等の規定はありますか？

集合住宅、戸建住宅ともにセーフティモデル・セレクトモデルは１戸から認定取得できます。

また、アドバンストモデルについては、２戸以上からの認定取得が必要です。

なお、補助金を申請する場合で、新築集合住宅の場合は、原則当該住宅の全戸数の５分の１

以上が認定住戸であることが要件となります。
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Ｑ６

申請に必要な書類は何ですか？

事前相談の段階では、事前相談書、認定基準チェックシート、付近見取図、

イメージ図（パース等）、配置図、各階平面図、２面以上の立面図、計画地の現況写真、

子育て支援施設等又は子育て支援サービスの概要(無しの場合は作成不要)等が必要になります。

※設計認定申請や補助金申請に必要な書類については、

子育て支援住宅担当までお問合せください。

Ｑ５

確認済証が交付されてからでないと、

設計認定申請書は提出できませんか？

確認済証が交付されていない場合は、

確認の申請書が受理されたことがわかる書類を添付してください。

ただし、設計認定後、確認済証が交付されない場合は、

設計認定を取り消すことがありますので、ご留意ください。

Ｑ７

入居者は子育て世帯のみとしなければいけませんか。

子育て世帯のみに限定する必要はありません。

ただし、認定申請時に、実施要領別表5の1(1)「ア 入居世帯の一定数以上を子育て

世帯とする」を選択した場合は異なりますので、ご注意ください。

なお、補助金の交付決定を受けた場合は、別表5の1(1)の選択の有無にかかわらず、

子育て世帯等の子育てを望む世帯の入居促進に資する取組の実施が必要となります。

詳細は子育て支援住宅担当までお問合せください。

Ｑ８

補助金の併用は可能ですか？

補助金の原資に都費を含まないものに限り、併用可能です。

なお、東京ゼロエミ住宅導入促進事業との併用については、東京こどもすくすく住宅のうち、

東京ゼロエミ住宅の助成金を受ける住戸以外の住戸及び共有部分等が対象となります。

４．よくあるご質問
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その他、認定基準に関するＱＡについて、都ＨＰに公開していますので参照ください。

・
・

・
・
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